
 

 

向も踏まえて御検討いただ

くことが重要です。 

 

シニア人材の処遇の不透

明さは若手社員の流出に

つながる 
◆法令対応以外にも重要な

ことがある 

改正高年齢者雇用安定法

が４月１日に施行されまし

た。従業員の 70 歳までの就

業確保を努力義務とする規

定が盛り込まれています。法

令への対応は当然すべきこ

とですが、パーソル総合研究

所が行ったシニア人材の就

業実態や就業意識に関する

調査からは、法令対応以外の

会社の対応も、経営にとって

重要であることがわかりま

す。 

◆定年後再雇用後の年収の

変化、職務の変化 

定年後再雇用により、約９

割の人が定年前より年収が

下がっており、「50％より下

がった」との回答が 27.6％で

最多、平均では 44.3％の低下

となっています。 

職務の変化については、再

雇用者全体（フルタイム・パ

ートタイム・嘱託）では、次

のようになっており、いずれ

の雇用形態でもおおむね似

た傾向です。 

●定年前とほぼ同様：

55.0％ 

●定年前と同様だが業務

範囲・責任が縮小：27.9％ 

●定年前と関連するが異

なる職務：8.1％ 

●定年前とは全く異なる

職務：9.0％ 

シニア人材のモチベーシ

ョンを考えるうえで参考に

したいデータです。 

◆シニア人材に対する会社

の対応が若手社員に与える

影響 

調査結果からは、若い世代

ほど、シニア人材は「給料を

もらいすぎだ」「成果以上に

評価されている」と感じてお

り（いずれも 20 代社員では

約３割）、不公平感を抱いて

います。 

また、シニア人材の役割や

仕事を明確にしていなかっ

たり、シニア人材が孤立して

いるような会社では、転職意

向を持つ若手社員が、そうで

ない会社に比べて２倍以上

多いようです。この傾向は、

20 代、30 代、40 代のどの年

齢層でも同様です。シニア人

材の処遇が不透明なことが、

人材流出の大きな要因とな

ることがわかります。 

◆シニア人材への教育・研修

が不十分 

シニア人材に対する教育・

研修の実施について、「実施

されていない」との回答が

50.7％、「実施されているが、

充実していない」との回答が

29.8％あった一方、「実施され

ており、充実している」との

回答は２割以下（19.5％）で

した。シニア人材の職務の検

討やモチベーション維持・向

上を考えるにあたり、この点

はもっと重視する必要がある

かもしれません。 

日本の労働力人口が減少して

いくと推計されているなか、

シニア人材への対応をきちん

と考えることは、会社の成長

にもつながる前向きな話なの

です 

 

７月の税務と労務の手続

［提出先・納付先］ 
12 日 

○ 健保・厚年の報酬月額算

定基礎届の提出期限［年

金事務所または健保組

合］＜７月１日現在＞ 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付 

○ 特例による源泉徴収税額

の納付＜１月～６月分＞ 

○ 労働保険の今年度の概算

保険料の申告と昨年度分

の確定保険料の申告書の 

提出期限＜年度更新＞

［労働基準監督署］ 

○ 労働保険料の納付＜延納

第１期分＞［郵便局また

は銀行］ 

 

 

(3) 社内連絡体制・対外調整

役を確保すること（事務局を

設置すること）。 

(4) 同一の接種会場で２回

接種を完了すること、最低

2,000 回（1,000 人×２回

接種）程度の接種を行うこ

とを基本とする。 

(5) ワクチンの納品先の事

業所でワクチンを保管の上、

接種すること。 

◆ワクチン接種に関する休

暇や労働時間の取扱い 

ワクチン接種自体は業務

ではありませんが、接種に費

やす時間や副反応が出た場

合の労働時間や休暇の取扱

いが気になるところです。厚

生労働省の見解は以下のと

おりです。 

「職場における感染防止

対策の観点からも、労働者の

方が安心して新型コロナワ

クチンの接種を受けられる

よう、ワクチンの接種や、接

種後に労働者が体調を崩し

た場合などに活用できる休

暇制度等を設けていただく

などの対応は望ましいもの

です。 

また、①ワクチン接種や、

接種後に副反応が発生した

場合の療養などの場面に活

用できる休暇制度を新設す

ることや、既存の病気休暇や

失効年休積立制度（失効した

年次有給休暇を積み立てて、

病気で療養する場合等に使

えるようにする制度）等をこ

れらの場面にも活用できる

よう見直すこと、②特段のペ

ナルティなく労働者の中抜

け（ワクチン接種の時間につ

き、労務から離れることを認

め、その分終業時刻の繰り下

げを行うことなど）や出勤み

なし（ワクチン接種の時間に

つき、労務から離れることを

認めた上で、その時間は通常

どおり労働したものとして

取り扱うこと）を認めること

などは、労働者が任意に利用

できるものである限り、ワク

チン接種を受けやすい環境

の整備に適うものであり、一

般的には、労働者にとって不

利益なものではなく、合理的

であると考えられることか

ら、就業規則の変更を伴う場

合であっても、変更後の就業

規則を周知することで効力

が発生するものと考えられ

ます（※）。 

こうした対応に当たって

は、新型コロナワクチンの

接種を希望する労働者にと

って活用しやすいものにな

るよう、労働者の希望や意

新型コロナワクチンの職域

接種と労働時間の取扱い 
新型コロナワクチンの接

種を加速化するため、企業や

大学での「職域接種」が６月

21日から可能とされ、６月８

日から申請の受付が開始さ

れています。一部の企業や大

学では職域接種を実施する

との報道もされています。 

◆職域接種の概要 

職域接種は自治体からの

接種券が届く前でも可能で

すが、会場や人員は企業等が

自ら確保しなければなりま

せん。実施形態としては、企

業単独実施のほか、中小企業

が商工会議所等を通じての

共同実施、下請け企業、取引

先を対象に含めての実施な

どがあります。 

企業や大学に求められる

主な実施要件は、以下のとお

りです。 

(1) 医師・看護師等の医療職

のほか、会場運営のスタッ

フ等、必要な人員を企業や

大学等が自ら確保するこ

と。また、副反応報告など

の必要な対応を行うこと

ができること。 

(2) 接種場所・動線等の確保

についても企業や大学等が

自ら確保すること。 
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